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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千 ／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

福島町

福島町上水道事業

施 設 能 力 4,700 ／日

平 成 8 年 9 月 1 日

計 画 期 間 ：

3

～

管 路 延 長

水 源

別添１－２

福島町　水道事業経営戦略

事業の現況

67

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

施 設 利 用 率 25.3

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

2

料金体系の
概要・考え方

　水道料金は、その使用目的に応じて家事用、営業用、団体用（1種・2種）、工場用、浴場用、船舶用、臨時用、
演習用の7種類の用途に区分し、それぞれに定める基本水量と基本料金、超過料金を徴収している。
　家事用は、営業用、団体用等と比較して基本水量を少なく設定し、使用水量の少ない少人数世帯に配慮すると
ともに、住民の節水努力が水道料金としても報われるよう努めている。
　料金体系は平成8年9月に改定されて以降、21年間改定されていない。

0.342

供 用 開 始 年 月 日 計 画 給 水 人 口 12,700

現 在 給 水 人 口 4,086法 適 （ 全部 ・ 財務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適

昭 和 26 年 4 月 1 日

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

超過料金１立方

メートルにつき

専用共用 家事用 ８ ｍ3 １，９２０円 １９０円 一般家事用

官公署・学校

・会社・病院

・集会所

船舶用 １ ｍ3 ２１０円 ２１０円 船舶用

施設消火栓 演習用 １回１０分毎 ５００円 －

町長の指定する団体

用　途

基　本　料　金

摘　要

基本水量 基本料金

営業用 ２０ ｍ3 ４，８００円 １９０円 各種営業用

１種団体用 ２０ ｍ3 ４，８００円 ３５０円

製氷・その他各種製造工場

浴場用 １００ ｍ3 ９，６００円 １２０円 公衆浴場法による営業用

種　別

工場用 ２０ ｍ3 ４，８００円 １５０円

２種団体用 ２０ ｍ3 ４，８００円 ４２０円
専用

臨時用 １０ ｍ3 ９，６００円 ５７０円 建設工事その他臨時用



④ 組　織

（２）

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

※組織体制、職員数、職種、年齢構成等を、図表などを適宜用いながら分かりやすく記載すること。

これまでの主な経営健全化の取組

①　人員の削減と民間活用
表流水取水堰2施設、緩速ろ過処理の浄水場2施設と配水池3池の運転管理、維持管理を町の職員が直営で行っている。
設備点検や緩速ろ過池のろ過砂の洗浄など一部作業や検針と一部の集金業務を民間委託している。
また、料金や施設の監視をシステム化することにより人員を削減している。
職員は当初6名で対応していたが、建設課との兼務とすることなどにより庁内での水平的な人員活用を行い、現在は3名で対応している。

②　施設の統廃合
一般平面図に示すように、岩部浄水場と美山浄水場の2カ所の浄水場で処理しており、両浄水場は位置的に大きく離れている。浄水場に隣接
する岩部配水池、美山配水池から対象とする給水区域へ自然流下配水している。
現状の一日平均給水量は1,100m3/日～1,300m3/日程度であるものの、夏場のピーク時には3,000m3/日～4,000m3/日の給水量となる。
このことから、水量と給水区域の両面において2カ所の浄水場を維持していく必要があり、浄水場・配水池の統廃合はできない。
千軒地区については、市街地部からの距離が離れており送水ポンプ場、配水池等の施設を廃止することは困難である。

③　広域化の取り組み（事業統合、経営の一体化、管理の一体化、施設の共同化）
町内においては、1事業体に1水道事業として当初より運用しており、良質な水源を緩速ろ過処理にて浄水処理を行うことや自然流下配水をす
ることにより効率的な事業運営を行っている。
周辺事業体との広域化については、木古内町において「水道事業の広域連携におけるPPP/PFI導入可能性調査」を実施中であり、調査結果
等を踏まえ周辺事業体との広域連携に関する協議を進めていく計画である。

別紙、経営比較分析表のとおり

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強会
の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により実施
する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

組織体制等

職員数

(人)

課　　長 1 50歳代 建設課長

主　　幹 1 40歳代 水道管理係長、水道業務係長兼務

管理係 1 20歳代 管理・業務係福島町建設課

組織体制 職　種 年齢構成 備　考



２．将来の事業環境

（１）

（２）

給水人口の予測

①　給水量の推計手順
　福島町の上水道事業において計画一日最大給水量を算定する。
　計画一日最大給水量の推計は、平成19年度から平成28年度の実績値により目標年度まで推計し、計画期間の最大値を計画値とする。
　有収水量を用途別（生活用、営業用、団体用、工場用、浴場用、船舶用、臨時用）に推計し、有収率の目標設定、有効無収率の設定より、計
画一日平均給水量を算出する。その後、実績最小値等を参考に負荷率の設定を行い、計画一日最大給水量を算出する。

②　給水量の推計結果
　一日平均給水量、一日最大給水量の推計結果を以下に示す。
　計画一日最大給水量の計画期間の最大値は平成30年度の3,564ｍ3/日（≒3,570m3/日）となり、目標年度の平成39年度の推計値は
3,009m3/日（≒3,010m3/日）となる。

水需要の予測

①　給水人口の推計手順
　福島町の上水道事業の給水人口を推計する。
　給水人口は平成19年度から平成28年度の実績値により目標年度まで推計し、計画期間の最大値を計画給水人口とする。
　行政区域内人口は、過去の実績値をもとに、水道施設設計指針に示されている時系列傾向分析とコーホート要因法、福島町人口ビジョン・総
合戦略による推計結果を比較し決定する。なお、検討の結果、福島町人口ビジョン・総合戦略の推計をベースとした推計結果を採用している。
　給水区域内人口は、行政区域内人口と同様の方法で給水区域外人口を推計し、行政区域内人口推計値－給水区域外人口推計値にて算出
する。
　給水人口は、給水区域内人口に計画給水普及率を乗じて算定し、計画期間の最大値を計画給水人口とする。

②　給水人口の推計結果
　給水区域内人口×給水普及率により給人口を推計した結果を以下に示す。
　給水普及率は平成29年度以降96.0％の一定値であるため、給水区域内人口の減少に伴い給水人口も減少する結果となる。
　目標年度の平成39年度の給水人口は3,068人、計画期間内の最大値は平成30年度の3,895人となる。

一日平均・最大給水量の推計結果

一日平均・最大給水量の推計結果

給水人口の推計結果

給水人口の推計結果

【単位：人】

年度 給水区域内人口 給水人口 普及率 備考

平成29年度 4,162 3,996 96.0%

平成30年度 4,057 3,895 96.0% 計画期間最大値

平成31年度 3,961 3,803 96.0%

平成32年度 3,856 3,702 96.0%

平成33年度 3,758 3,608 96.0%

平成34年度 3,660 3,514 96.0%

平成35年度 3,562 3,420 96.0%

平成36年度 3,464 3,325 96.0%

平成37年度 3,367 3,232 96.0%

平成38年度 3,282 3,151 96.0%

平成39年度 3,196 3,068 96.0% 目標年度
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H29 910 1,197 299.5 3,627 907.7

H30 894 1,176 301.9 3,564 915.0 計画期間最大値

H31 880 1,158 304.5 3,509 922.7

H32 864 1,137 307.1 3,445 930.6

H33 849 1,117 309.6 3,385 938.2

H34 833 1,096 311.9 3,321 945.1

H35 817 1,075 314.3 3,258 952.6

H36 801 1,054 317.0 3,194 960.6

H37 784 1,032 319.3 3,127 967.5

H38 769 1,012 321.2 3,067 973.3

H39 755 993 323.7 3,009 980.8 目標年度

年度 備考
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（３）

（４）

（５）

料金収入の見通し

　平成28年度の供給単価で一定と想定する場合、給水人口及び有収水量が減少傾向であることから、料金収入も減少傾向で推移する見通し
となり、平成36年度以降は収益的支出が収益的収入を上回る。
　平成35年度までは利益剰余金が発生するため、平成36年度以降に単年度欠損が生じる場合においても直ちに料金改定をする必要はない
が、収入と支出の差が開く前に料金改定を行うのが望ましい。

組織の見通しについて
　福島町の水道事業は建設課が担っており、課長1名、主幹（水道管理係長、水道業務係長兼務）1名、水道担当管理係の合計3名が従事して
いる。
　各浄水場は緩速ろ過処理であるため運転管理は煩雑ではないが、維持管理を直営で行っているため若い世代への技術の継承が必要とな
る。
　また、職員数は少なく、水道事業は24時間365日、突発的な事故にも対応が必要なことから、これ以上の人員削減は避けるべきである。

広域的な連携・民間委託について
　広域的な連携については、隣接する松前町や知内町とは給水区域が離れており、浄水場間も距離があるため、ハード面での広域化的な連携
は難しい状況である。
　今後は、北海道が主催している地域別会議などを利用して情報の共有を行うことにより地域間の連携を高めるほか、連絡管等による緊急時の
水のやりとりや、資機材の共有、水道に関する技術の共有について検討する必要がある。
　また、現状では全ての浄水場が緩速ろ過処理であるため、委託するほどの作業量とはならず、浄水場の運転管理や施設点検を町の職員が
行っているが、将来的には近隣の事業体と協働で委託するなどの方法により、民間委託の採用について検討していく必要がある。

施設の見通し

組織の見通し

①　岩部浄水場
　岩部浄水場、取水施設、配水施設は昭和51年に建設されており、当時建設された構造物は40年程度が経過している。
　一次ろ過＋緩速ろ過による処理であるため、機械設備、電気設備は少なくコンクリート構造物は60年以上の使用が見込まれる。
　岩部浄水場系統では本計画期間内において、緩速ろ過池のろ過量を調整するテレスコープ等の更新を見込むものとする。

②　美山浄水場
　美山浄水場、取水施設、配水施設は昭和26年に創設系が建設されており、昭和47年に拡張系を増築している。創設系の構造物は60年以上
が経過している。
　美山浄水場は緩速ろ過処理であり電気が引かれていないため、計装機器等もなく無動力で処理を行っている。（計装信号については埋設
ケーブルで電源のある流量計室まで送られている。）
　緩速ろ過池はRC構造であり、60年以上経過しているものの劣化状況等から継続使用できるものと判断される。
　しかし、近年の豪雨等による原水水質の悪化により緩速ろ過処理だけでは必要な水質を確保できなくなるため、前処理設備を導入するものと
する。なお、浄水処理方式が変更となるため変更認可申請が必要となる。
　その他、美山浄水場系統では本計画期間内において、緩速ろ過池のろ過量を調整するテレスコープ等の更新を見込むものとする。

③　管路
　導水管、送水管、配水管を合わせて約67kmの管路が布設されており、40年以上経過している管路も約2km存在する。
　管路については道路や橋梁の工事に係る移設工事を行うほか、老朽配水管更新事業により老朽管更新を進めていくものとする。

建設改良費の見通し

料金収入の見通し 給水原価・供給単価の見通し

94,052 92,398 91,200 89,297 87,747 86,093 84,671 82,786 81,029 79,479 78,246 
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標 安全で安定した給水を目指すために前処理施設の導入、浄水処理設備更新などの投資を計画的に実行する。

目 標 自己資金と借入のバランスを図り内部留保資金を一定額確保する。

②　収支計画のうち財源についての説明

平成39年度までの建設改良費については、前述の事業計画に基づく工事を行うものとし、美山浄水場前処理設備導入（H32）、橋梁添架管
移設事業（H33）、岩部浄水場・美山浄水場設備改修（H35）などの事業のほか、老朽管更新、量水器更新などの事業を継続して行う予定であ
る。
事業年次計画に基づき事業を進めていく計画であるが、新たな道路や橋梁の改良工事に伴う移設工事、管路の老朽化（漏水の発生）に伴う
更新工事の増加なども想定されるため、状況に応じて事業計画を見直すものとする。

平成35年度までは事業量が大きいため、建設改良費の1/2を企業債で賄うものとした。
事業内容により補助事業となるため1/3～1/4の補助金が見込めるが、補助の項目や条件などが年々変化するため現状では補助金は見込ま
ないものとした。
福島町水道事業は現在の給水人口が5,000人未満であるため、変更認可申請の際に簡易水道事業とする予定である。
簡易水道事業の場合、建設改良事業に対する交付税措置（事業費の10％＋元利償還金の1/2）などがあるが、見通しが明確ではないため本
計画では安全側の推計として見込んでいない。
一般会計繰入金、他会計負担金などは見込んでいない。

人件費については、将来的に人員の増減はないものと想定し、平成28年度の決算額を考慮して、平成29年度以降一定額とした。
その他の事務費・維持管理費については、平成28年度の決算額を考慮し、平成29年度以降一定額とした。
動力費及び薬品費については実績の配水量に対する単価を算定し、将来的な水量の変動に合わせて増減するものとした。なお、美山浄水
場前処理施設の動力費については動力負荷から想定される動力費を追加した。
固定資産除却費は、平成29年度は予算額の5.589千円を計上し、平成30年度以降は決算値を考慮して2,000千円とした。

（１）経営理念
　福島町水道事業は、今後、人口減少による事業の非効率化や施設の老朽化、異常気象への対応など、水道事業を取り巻く環境の変化に対
応しつつ、安心して飲むことができる水を、需要者が、いつでも、必要な量を合理的な対価をもって利用できることを基本理念とする。
　厚生労働省が新水道ビジョンで示している、50年、100年先を見据えた理想像を基本とし、「安全」、「持続」、「強靭」の３つの理想像を掲げて
いる。
　経営の安定化については、「持続」の項目の施策となり本経営戦略の基本方針を以下のように設定する。

（２）基本方針
　福島町水道事業の新水道ビジョンに示される『安全』、『持続』、『強靭』の理想像に基づく本経営戦略の基本方針を以下にまとめる。

『安　全』　安心して飲める水道
■　浄水場の機能向上
　　美山浄水場に前処理設備を追加し浄水水質の向上に努めます。

『持　続』　いつまでも安定して供給できる水道
■　経営状況の把握と適正料金の設定
　　収支見通しにより経営状況を把握し適正な料金で供給します。
■　人員体制の確保・管理委託の検討
　　現状の維持管理体制を確保し、水道施設の運転・維持管理に対する民間委託の検討を行います。
■　効率的な施設整備
　　現在の施設・設備を可能な限り長期使用し、更新時には水需要の減少を考慮した効率的な更新を行います。
■　需要者への説明責任
　　経営戦略を公表し、現在の収支の状況や将来の見通しを示すことにより、需要者への説明責任を果たします。

『強　靭』　適切な施設更新
■　老朽管の更新と耐震化
　　老朽管の更新を進め、更新時に耐震性を確保します。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

繰 入 金

施設配置と給水区域の現状よりこれ以上の統廃合は困難である。

計画期間内に浄水場・配水池の更新はなく施設の合理化については次期計画とする。

そ の 他 の 取 組

現状の供給単価を維持する。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

特になし。

そ の 他 の 取 組 特になし。

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

H28決算額を考慮しH29以降一定値とする。

H28決算額を考慮しH29以降一定値とする。

H28決算額を考慮しH29以降一定値とする。

H28決算額を考慮しH29以降一定値とする。

委 託 料

修 繕 費

特になし。

目標の達成と事業の計画的・効率的な実行のためには、ＰＤＣＡサイクルに基づく適切な進捗管理
（フォローアップ）が必要となる。
実施期間内は１年ごとの経営状況を確認するとともに、事業計画や人員計画に大きな変更が生じた場
合には経営の安定性や料金改定の必要性について再検討を行う。
なお、本計画では水道料金を現状維持として収入の試算をしているが、収入の不足が改善される見通
しが立たない場合には料金改定等の対応が必要となる。
また、社会情勢や法令改正等の外部環境の変化、国や道などからの新たな施策の展開などがあった
場合には、経営戦略の見直しを行うものとする。

施設・設備の長寿命化等の
投 資 の 平 準 化

設備更新・管路更新について投資を平準化している。

広 域 化 周辺事業体との協議を進める。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 特になし。

平成35年度までは事業量が大きいため、建設改良費の1/2を企業債で賄うものとした。

見込んでいない。

計画期間内に大きな投資はなく民間活用の必要はない。民間の資金 ・ ノウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 H27 H28

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 98,486 94,373 95,737 94,083 92,885 90,982 89,432 87,778 86,356 84,471 82,714 81,164 79,931
(1) 97,617 93,596 94,052 92,398 91,200 89,297 87,747 86,093 84,671 82,786 81,029 79,479 78,246
(2) (B) 795 733 1,649 1,649 1,649 1,649 1,649 1,649 1,649 1,649 1,649 1,649 1,649
(3) 74 44 36 36 36 36 36 36 36 36 36 36 36
２． 16,055 16,993 18,221 14,640 14,274 13,340 12,968 12,493 12,095 11,433 10,949 10,602 10,255
(1) 807 870 2,839

807 870 2,839

(2) 14,752 15,670 14,964 14,597 14,231 13,297 12,925 12,450 12,052 11,390 10,906 10,559 10,212
(3) 496 453 418 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43

(C) 114,541 111,366 113,958 108,723 107,159 104,322 102,400 100,271 98,451 95,904 93,663 91,766 90,186
１． 81,845 77,089 88,830 80,891 80,457 79,791 89,240 91,260 91,491 94,082 94,160 94,660 94,712
(1) 15,502 15,735 15,969 15,974 15,974 15,974 15,974 15,974 15,974 15,974 15,974 15,974 15,974

10,388 10,773 10,774 10,774 10,774 10,774 10,774 10,774 10,774 10,774 10,774 10,774 10,774
1,114 1,141 1,212 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200
4,000 3,821 3,983 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

(2) 18,265 17,114 21,620 17,102 17,088 17,505 17,486 17,468 17,452 17,431 17,411 17,393 17,379
759 750 756 743 733 1,156 1,143 1,130 1,119 1,104 1,090 1,077 1,067
416 310 310 305 301 295 289 284 279 273 267 262 258

17,090 16,054 20,554 16,054 16,054 16,054 16,054 16,054 16,054 16,054 16,054 16,054 16,054
(3) 48,078 44,240 51,241 47,815 47,395 46,312 55,780 57,818 58,065 60,677 60,775 61,293 61,359
２． 1,507 1,379 967 1,047 1,239 2,007 4,182 5,345 5,721 6,540 6,462 6,348 6,170
(1) 1,507 1,379 867 947 1,139 1,907 4,082 5,245 5,621 6,440 6,362 6,248 6,070
(2) 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

(D) 83,352 78,468 89,797 81,938 81,696 81,798 93,422 96,605 97,212 100,622 100,622 101,008 100,882
(E) 31,189 32,898 24,161 26,785 25,463 22,524 8,978 3,666 1,239 △ 4,718 △ 6,959 △ 9,242 △ 10,696
(F)
(G)
(H)

31,189 32,898 24,161 26,785 25,463 22,524 8,978 3,666 1,239 △ 4,718 △ 6,959 △ 9,242 △ 10,696
(I) 24,161 50,946 56,409 58,933 47,911 51,577 52,816 48,098 41,139 31,897 21,201
(J) 357,277 407,923 414,607 456,500 494,570 447,211 448,473 452,048 451,099 452,325 446,789 440,082 429,578

574 4,328 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000
(K) 10,170 6,843 8,738 8,812 8,888 12,639 16,048 15,999 16,473 17,860 21,470 23,397 24,092

6,276 5,666 5,738 5,812 5,888 9,639 13,048 12,999 13,473 14,860 18,470 20,397 21,092

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 97,691 93,640 94,088 92,434 91,236 89,333 87,783 86,129 84,707 82,822 81,065 79,515 78,282

(N)

(O)

(P)

H39

27

そ の 他

H35 H36 H37 H38

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

H29 H30 H31 H32 H33 H34

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

収

益

的

収

入

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用
支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 4026 55 62 66 55 60 62 58 51

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 H27 H28

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 96,300 7,600 13,300 42,200 112,700 62,400 22,000 44,000

２．

３．

４．

５．

６． 16,285

７．

８． 2,603 2,268 2,434 2,434 2,434 2,434 2,434 2,434 2,434 2,434 2,434 2,434 2,434

９． 6,718

(A) 18,888 98,568 16,752 15,734 44,634 115,134 64,834 24,434 46,434 2,434 2,434 2,434 2,434

(B)

(C) 18,888 98,568 16,752 15,734 44,634 115,134 64,834 24,434 46,434 2,434 2,434 2,434 2,434

１． 39,153 108,431 38,000 26,600 84,500 225,405 124,985 44,085 88,025 40,000 40,000 36,000 36,000

２． 6,142 6,276 5,666 5,738 5,812 5,888 9,639 13,048 12,999 13,473 14,860 18,470 20,397

３．

４．

５．

(D) 45,295 114,707 43,666 32,338 90,312 231,293 134,624 57,133 101,024 53,473 54,860 54,470 56,397

(E) 26,407 16,139 26,914 16,604 45,678 116,159 69,790 32,699 54,590 51,039 52,426 52,036 53,963

１． 23,507 8,107 29,268 50,687 50,482 52,409

２． 25,268 15,486 41,879 105,837 64,117 30,771 50,628 20,032

３．

４． 2,900 8,032 1,646 1,118 3,799 10,322 5,673 1,928 3,962 1,739 1,739 1,554 1,554

(F) 26,407 16,139 26,914 16,604 45,678 116,159 69,790 32,699 54,590 51,039 52,426 52,036 53,963

(G)

(H) 89,456 179,481 181,415 188,977 225,365 332,177 384,938 393,890 424,891 411,418 396,558 378,088 357,691

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 H27 H28

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

807 870 2,839

807 870 2,839

807 870 2,839

H39

H38

そ の 他

H35 H36 H37 H38

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

H29 H30 H31 H32 H33 H34

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

他 会 計 へ の 支 出 金

工 事 負 担 金

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

収

入

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

H29

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

H37 H38

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

H31 H32 H33 H34 H35 H36H30



経営比較分析表 H27：福島町

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

北海道　福島町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

24.17 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A9 4,526 187.28

　経常損益に対する料金水準については、健全性を
確保している。
　一方、効率性は、計画人口12,700人に対し、現在
の給水人口が3分の１まで減っており、稼働率が低
下していることがわかる。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

43.92 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 92.26 95.43 4,957 4,260 97.00

2. 老朽化の状況について

　管路の経年化率については、3.29％と平均よりも
低い水準であり、耐用年数経過している管路が少な
く良好な状況である。
　今後とも適切に管理していく。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

　経営収支比率については、累積欠損金や企業債残
高も低く問題は見受けられない。
　今後、経常収支の状況を確認しながら更新計画を
進めていかなければならない。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

0.00
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0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.28 0.28 1.00 0.40 0.82

平均値 0.50 0.62 0.23 0.34 0.29

0.00
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40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 140.12 116.05 128.87 133.59 137.42

平均値 100.54 100.73 109.50 106.28 108.35

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 46.12 46.88 47.73 57.88 58.96

平均値 37.41 38.52 39.05 50.44 51.44

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 1.35 1.35 1.34 3.24 3.29

平均値 5.74 6.76 8.18 9.64 11.68

①経常収支比率(％)

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 46.21 50.06 44.30 32.31 26.85

0.00
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10,000.00

15,000.00

20,000.00

25,000.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 7,795.96 10,811.26 21,174.98 2,925.52 3,513.05

平均値 2,046.32 2,322.97 2,098.87 571.30 527.82
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100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00
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H23 H24 H25 H26 H27

当該値 110.09 106.10 101.08 97.18 91.64
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40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 139.23 114.69 127.53 138.99 143.89

平均値 81.56 80.62 80.01 81.90 82.42

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00
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H23 H24 H25 H26 H27

当該値 201.48 242.51 216.50 201.92 193.43
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当該値 28.21 28.05 28.19 27.03 26.86

平均値 38.77 40.12 41.24 40.70 39.91
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H23 H24 H25 H26 H27

当該値 75.53 75.68 75.30 75.60 75.92

平均値 77.69 76.87 74.90 74.61 75.62

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.56】 【0.87】 【262.74】 【276.38】

【89.95】【59.76】【163.72】【104.99】

【47.18】 【13.18】 【0.85】


